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Carpenter v. United States 判決を契機として――」情報法制研究４号15頁。
（64）　大野正博「携帯電話による位置認識システムの活用とプライヴァシー」朝日法学
論集39号77頁参照。
（65）　CSLI = cell-site location information.
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ないという。また、逮捕に伴う無令状捜索などは物理的客体との関連にお
いて適当なバランスを保つものの、携帯電話の持つ莫大な量のセンシティ
ブな情報との関係では令状がないことはもはや十分な合理性を持ちえない
とした（66）。
　更に、保護の合理的期待に反するプライバシー侵害は公道でも同様であ
ること、シェアした情報を提供する第三者の関与による場合でも同様であ
ることも示された。公道上の物理的な移動にあっても、そもそもその全容
を把握するなどということはされないだろうというのが社会の感覚である
と。
　また、GPS端末を車に装着する場合と比較すれば、車から離れることは
あっても携帯電話から離れるということは一層ないのであるから、「侵入」
の度合も、延いてはプライバシー侵害の度合もはるかに重大なものとな
る。
　つまり、いってみれば全国民の足首に監視端末を取り付けて常時監視を
しているのと同じということになる（67）、と（68）。
　本件において示された内容、特にそのプライバシー権侵害の点では装着
型のGPS捜査のケースを上回るものがあることは、国を問わず妥当するこ
とである。誰もが通信端末を携帯する状況を奇貨として、ここから得られ
集積される情報を欲しいままに任意提供を受けるなどすることは、当該プ
ライバシー権侵害に及ぶことの具体的必要性・相当性について裁判所の
（66）　GPS監視を尾行の一環とする立場もあろうが、比喩的にいえば刑事が同時に100人
かがり、1000人がかりで尾行しているのと同じだと考えれば、そのプライバシー権
侵害の重大さは明らかであるし、意思の制圧があるというほかない。
（67）　全米に約400万の基地局があるということは、いわば国のどこに行っても１人に
対して400万人の捜査員が張りついているのと同じという状況が生じており、この状
況を作り出すためにGPS端末を装着させる必要さえなく、これから逃れようとする
ならばもはや携帯電話を持たないという方法しかないということになる。
（68）　ただし、緊急時は別論だとした。
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チェックも受けることなしに、いわば電子監視タグを装着せしめたのと同
様の効果を得ようとするものである。そしてそれは不可避的に、犯罪行為
と何ら関係しない日常生活の全てに及ぶ。市民は携帯電話会社と通信契約
を結んだだけであるのにそうした状況へ置かれざるをえないとすれば、そ
の契約と同時に足首に電子監視タグを有無をいわさず装着させられたのと
同じだということになる。実質的にこのような状況を生ぜしめる捜査手法
は任意捜査として許されないだけではなく、厳密な要件が法定された上で
初めて許されるのでなければならない（69）。
５　少年法61条におけるプライバシー権
　ここでは前科に関するプライバシー権を手がかりとして、少年法61
条（70）におけるプライバシー権を考察する。
　判例上では、前科照会事件（71）において最高裁が、前科及び犯罪経歴は
「人の名誉、信用に直接にかかわる事項であり、前科等のある者もこれを
みだりに公開されないという法律上の保護に値する利益を有するのであつ
て、市区町村長が、本来選挙資格の調査のために作成保管する犯罪人名簿
に記載されている前科等をみだりに漏えいしてはならないことはいうまで
もないところである。」と判示し、またノンフィクション前科公表事件（72）
（69）　緑大輔「携帯電話会社基地局に蓄積された被疑者の位置情報履歴を捜査機関が無
令状で取得した行為が違憲と判断された事例」判例時報2379号129頁は、装着型の
問題性は非装着型の場合にも「共通する点がある」とし、また、装着型と非装着型
とで「要件設定や捜査機関の手続上の負担を同等に設定しなければ、より容易に位
置情報を取得できる手法を捜査機関は利用するようになるだろう。そのため、これ
ら捜査手法の間での手続・制度の均衡が意識されるべきように思われる。」という。
（70）　少年法61条につき、例えば、渕野貴生「少年事件における本人特定報道禁止の意
義」法政研究（静岡大学）５巻３・４号297頁、本庄武「成長発達権の内実と少年法
61条における推知報道規制の射程」一橋法学10巻３号99頁参照。
（71）　昭和52年（オ）第323号同56年４月14日最高裁第三小法廷判決、民集35巻３号620
頁。
（72）　平成１年（オ）第1649号同６年２月８日最高裁第三小法廷判決、民集48巻２号
149頁。
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においても同様に、「ある者が刑事事件につき被疑者とされ、さらには被
告人として公訴を提起されて判決を受け、とりわけ有罪判決を受け、服役
したという事実は、その者の名誉あるいは信用に直接にかかわる事項であ
るから、その者は、みだりに右の前科等にかかわる事実を公表されないこ
とにつき、法的保護に値する利益を有するものというべきである」とされ
た。
　後者の事件では更に、「その者が有罪判決を受けた後あるいは服役を終
えた後においては、一市民として社会に復帰することが期待されるのであ
るから、その者は、前科等にかかわる事実の公表によって、新しく形成し
ている社会生活の平穏を害されその更生を妨げられない利益を有するとい
うべきである。」とし、ただし、「もっとも、ある者の前科等にかかわる事
実は、他面、それが刑事事件ないし刑事裁判という社会一般の関心あるい
は批判の対象となるべき事項にかかわるものであるから、事件それ自体を
公表することに歴史的又は社会的な意義が認められるような場合には、事
件の当事者についても、その実名を明らかにすることが許されないとはい
えない。」、そして「前科等にかかわる事実については、これを公表されな
い利益が法的保護に値する場合があると同時に、その公表が許されるべき
場合もあるのであって、ある者の前科等にかかわる事実を実名を使用して
著作物で公表したことが不法行為を構成するか否かは、その者のその後の
生活状況のみならず、事件それ自体の歴史的又は社会的な意義、その当事
者の重要性、その者の社会的活動及びその影響力について、その著作物の
目的、性格等に照らした実名使用の意義及び必要性をも併せて判断すべき
もので、その結果、前科等にかかわる事実を公表されない法的利益が優越
するとされる場合には、その公表によって被った精神的苦痛の賠償を求め
ることができるものといわなければならない。」、「そこで、以上の見地か
ら本件をみると、まず、本件事件及び本件裁判から本件著作が刊行される
までに12年余の歳月を経過しているが、その間、被上告人が社会復帰に
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努め、新たな生活環境を形成していた事実に照らせば、被上告人は、その
前科にかかわる事実を公表されないことにつき法的保護に値する利益を有
していたことは明らかである」と判示した。
　更に、検索結果削除請求事件（73）で最高裁第三小法廷決定は、同様にし
て「個人のプライバシーに属する事実をみだりに公表されない利益は、法
的保護の対象となるというべきである」としながらも、他方で「検索事業
者自身による表現行為という側面を有する」検索結果の提供が「現代社会
においてインターネット上の情報流通の基盤として大きな役割を果たして
いる」ものであり、それが違法とされ削除を余儀なくされることが表現行
為や思想の自由市場機能に対する制約となることを踏まえるときには、
「当該事実の性質及び内容、当該URL等情報が提供されることによってそ
の者のプライバシーに属する事実が伝達される範囲とその者が被る具体的
被害の程度、その者の社会的地位や影響力、上記記事等の目的や意義、上
記記事等が掲載された時の社会的状況とその後の変化、上記記事等におい
て当該事実を記載する必要性など、当該事実を公表されない法的利益と当
該URL等情報を検索結果として提供する理由に関する諸事情を比較衡量し
て判断すべきもので、その結果、当該事実を公表されない法的利益が優越
することが明らかな場合には、検索事業者に対し、当該URL等情報を検索
結果から削除することを求めることができる」とし、ただし本件では社会
的に強い非難の対象とされる犯罪で逮捕されたことからすれば「今なお公
共の利害に関する事項」であり、また検索結果の表示が一定の場合に限定
されていることに照らせば、たとえ妻子と共に生活し、また「罰金刑に処
せられた後は一定期間犯罪を犯すことなく民間企業で稼働していることが
（73）　平成28年（許）第45号同29年１月31日最高裁第三小法廷決定、民集71巻１号63頁。
本件の評釈として、例えば、木下昌彦「検索エンジンサービスとプライバシーの法
的保護」『平成28年度重要判例解説』（臨時増刊ジュリスト1505号）14頁。
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うかがわれることなどの事情を考慮しても、本件事実を公表されない法的
利益が優越することが明らかであるとはいえない。」とした。
　第三小法廷決定が単なる比較衡量ではなく、削除しうるためには「当該
事実を公表されない法的利益が優越することが明らかな」ことを要すると
した点（74）については、思想の自由市場機能に対する配慮からと考えられ
る。表現主体と市場機能を果たすメディアとの間のこのような区別は、国
家による検閲に対する規制基準としては、その重要性に鑑みた配慮であり
理解できる。しかし、被害を蒙る側からすればむしろ現実的にはメディア
による侵害性の拡大の方が重大なのであるから、重大な権利侵害をする側
の利益をされる側が負担させられることが妥当であるかは疑問である。
　確かに、前科に係る事実は刑期を終えたり罰金を払ったからといって直
ちに関心対象とされるべきでないとはいえない。取引をしようとする者に
とって相手が詐欺を働いたことがあるかどうか、教育機関が雇用を検討す
る際に志望者が性犯罪を犯したことがないかどうかなど、過去の経歴や事
実を知り防衛を図ろうとすることは自然であり、必ずしも責められるべき
ことではない。また、過去の事例を研究するなどの目的にとっても、過去
の情報が集積され、それが全国どこにいても容易にアクセスできるという
ことの意義も決して小さなものではない。
　しかし、こうした社会的関心にとっての、過去情報にアクセスしうると
いう検索の利益は、未だ散発的・局所的に見出されるものであるともいえ
る。無論そうであっても関係することになる当事者にとっては十分切実で
あり、重要なのだが、他方で過去の情報に縛られ続けることになる当人に
とっては、常時その過去が暴かれることになる不安を抱えて生活し続ける
ことになり、それは全国どこへ行こうと逃れられるものでもないというこ
とになる。当然、その知らない土地の側の人間にも知る権利が保障されな
（74）　この点につき、村田健介「インターネット検索事業の意義とプライバシー」『平成
29年度重要判例解説』（臨時増刊ジュリスト1518号）80頁等参照。
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ければならないが、当人の不利益の網羅性・継続性の重大さに鑑みるとき
には、公表されない利益の明白性まで求めることは過大ではないか。そし
て更に、公的な制裁を受けたことで社会的関心が全て拭い去られるべきと
まではいい難いとはいえ、一定の制裁を受けたものであることから、更生
を図る利益（75）もまた十分に配慮されるべきである。
　このように、当人の不利益の網羅性・継続性の重大さ、いい換えればそ
の切実さと、一定の公的制裁を受け終えたことに鑑みるならば、比較衡量
をもって足りるとすべきであり、明白性まで求めるのは過大である。
　では、殺人事件に関わった少年を仮名で報道した長良川事件報道訴訟に
関して、最高裁第二小法廷判決（76）はどのように判示していたか。第二小
法廷判決は、「被上告人と面識があり、又は犯人情報あるいは被上告人の
履歴情報を知る者は、その知識を手がかりに本件記事が被上告人に関する
記事であると推知することが可能であり、本件記事の読者の中にこれらの
者が存在した可能性を否定することはできない。そして、これらの読者の
中に、本件記事を読んで初めて、被上告人についてのそれまで知っていた
以上の犯人情報や履歴情報を知った者がいた可能性も否定することはでき
ない。したがって、上告人の本件記事の掲載行為は、被上告人の名誉を毀
損し、プライバシーを侵害するものであるとした原審の判断は、その限り
において是認することができる。」（77）、「なお、少年法61条に違反する推知
（75）　宮下紘「忘れられる権利」判例時報2318号13頁は、「インターネットが抱える現
代的な課題について従前の人格権を『ネットワーク化された自我を造形する権利』
として更に発展させていく必要がある。別の言い方をすれば、インターネットの世
界において、たとえかつては公知の事実であっても、検索エンジンから自動的機械
的かつ半永続的に操作される自画像によってアイデンティティないし人格的同一性
を侵略されない消極的利益であって、この利益は自由な人格形成の基礎になるとも
考えられる。」という。
（76）　平成12年（受）第1335号同15年３月14日最高裁判所第二小法廷判決、民集57巻３
号229頁。
（77）　この範囲でさえ報道が禁止されれば、もはやおよそ犯罪報道が否定されることに
なる。
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報道かどうかは、その記事等により、不特定多数の一般人がその者を当該
事件の本人であると推知することができるかどうかを基準にして判断すべ
きところ、本件記事は、被上告人について、当時の実名と類似する仮名が
用いられ、その経歴等が記載されているものの、被上告人と特定するに足
りる事項の記載はないから、被上告人と面識等のない不特定多数の一般人
が、本件記事により、被上告人が当該事件の本人であることを推知するこ
とができるとはいえない。したがって、本件記事は、少年法61条の規定
に違反するものではない。」などと判示した（78）。その上で、プライバシー
権と表現の自由との間の比較衡量という一般的枠組での判断がなされる必
要があると結論付けた。
　第二小法廷判決が推知報道の対象者を面識のある範囲とない範囲とに分
けて、ない範囲即ち不特定多数の一般人を対象とした点については、面識
などはないものの、土地勘等があるとか、行動範囲内であるといった中間
層こそが、むしろ最も少年との将来の交流（79）につき地域的な可能性を有
することからすれば、当該自治体及びその周辺地域の不特定多数者が対象
とされるべきである。
　また現在においてはすでに、インターネット上に掲載・投稿される文字
情報や、インターネット上で検索可能な地図情報、Googleマップ上のス
トリートビューなどを組み合わせることにより、報道対象者の特定は飛躍
的に容易になっている。これを踏まえれば、推知できるとされる記事内
容、その程度の抑制が一層厳密に要求される状況が現出しているのである
（78）　原審が少年法61条違反が（本当はないのに）あることを前提に、面識ある範囲内
でのプライバシー侵害と表現の自由との個別具体的な比較衡量をしなかったことを
審理不尽とした点について、理解しづらいものの、少年法61条違反があるならばや
はり個別具体的な比較衡量をするまでもなく名誉・プライバシーの侵害を認める趣
旨ではないか。
（79）　少年法61条の目的に、少年特有の名誉・プライバシーの保護のほか、「少年を受け
入れる社会態勢の維持」をも認める見解として、今井朋子「少年法61条で禁じられ
ている推知報道の判断基準を示した事例」白鷗大学大学院法学研究年報創刊号255頁。
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から、推知報道の対象者についても不特定多数の一般人といった広汎な範
囲を依然として設定しておくことはもはや許されない。
　表現の自由や報道の自由、そして知る権利は、確かに民主的な社会に
とって不可欠の要素である。しかし、その民主的な社会へ真っ当に参加す
る資格を十分に持ちえずに成長せざるをえなかった、いわば近代憲法学が
想定する「個人」たりえなかった少年が、ようやく少年審判や刑事裁判に
よって初めて立ち直りのきっかけを与えられ、初めて個人として尊重され
るべく、自己実現を図るべく新たな出発点に立つ権利、その意味でのプラ
イバシー権を犠牲にすることを、少年の保護を保障してこなかった民主的
な社会の側が主張し、要求するならば、それは幸運にも完成した「個人」
に至りえた強い個人らの集合体である多数派が、弱者・敗者を自分たちに
とっての理想の民主社会実現のための道具とみなすことにほかならないの
であり、自己実現、即ち立ち直りによって社会に受容されることを最大限
尊重するという態度とは対極にあるといわざるをえない。勝者たる「個人」
のプライバシー権は尊重すべきであるが、民主社会に参加する地位を得ら
れなかった者のプライバシー権はむしろ、やはり勝者の民主社会の「安全」
のために供されるべきだと声高に主張しているようなものである。
　このようなダブル・スタンダードを克服し、真に「安全」神話に踊らさ
れることのない憲法理論こそ必要ではなかろうか。少年法61条の後退は、
プライバシー権保護の外濠を埋めることになりかねない。
　恵まれない家庭環境に生まれたとしても、社会が適切にサポートし、個
人として尊重される生き方を享受しうることが保障されるべきであったの
に、そのような環境を保障できていない社会が、更に自己の安全ばかりを
当の権利保障を受けられなかったその意味で被害者たる少年に対して主張
することは、いわば盗人猛々しいものであり、食べるものを与えられない
子供が万引きしたのを処罰するのと変わらず、まず責められるべきは育つ
白鷗法学　第26巻２号（通巻第54号）（2019）220
環境を整えなかった大人たちによる社会の方だというべきである。権利保
障が十分になされなかった少年に対して、表現の自由の権利の行使の方は
優越的に保障されなければならないのだと主張することは許されない。そ
れは余りにも一方的な権利主張だといわなければならない。憲法が一方で
表現の自由を保障し、一方で個人の尊重を保障しているとき、表現の自由
の保障もいわば個人の尊重を最大化しうる社会の形成や人格形成のあり方
を保障する意味で規定されているものである。少年は社会規範に違反した
が故に権利保障を奪われる存在である前に、社会規範への適合を習得する
過程や環境を奪われた存在であることからすれば、犯罪報道に接するとい
う公共的利益は一歩後退し、すでに一度奪われたが故に取り戻すことが一
層困難となった当該過程や環境を社会が再度保障し直すことこそが要請さ
れる（80）。子供・少年は生まれてくる場所を選ぶことができないのであるか
ら、権利保障のない環境下で育ったことについて、少年自身を責めること
はできない。責められるべきは、どんな家庭に生まれてもその環境の格差
を是正する社会を準備できていない民主的社会の側である。つまり、そ
の責を負担すべきは事件や犯人を知りたがる社会の方なのである。「国民
は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。」（憲法11条）ということ
や、「すべて国民は、個人として尊重される。」とか「自由及び幸福追求に
対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の
国政の上で、最大の尊重を必要とする。」（憲法13条）ということ、更に、
「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」
（80）　上村都「少年事件の推知報道──長良川事件報道訴訟」長谷部恭男・石川健治・
宍戸常寿編『憲法判例百選Ⅰ［第６版］』（別冊ジュリスト217号）151頁は、「成人
については、時事的報道の時点では表現の自由が優越し、犯罪者の社会復帰の利益
は、まさに自分の行動によって公共の正当な関心を呼び起こしたことが理由とな
り、表現の自由に譲歩することになる。少年の場合には、可塑性に富む子供が健全
に成長発達するために何らかの特別扱いが政策的にも求められていることに加え、
報道の原因となった自己の行動自体についても、触法精神障害者の場合と同様に、
通常の成人による犯罪とは違った評価の余地がある。」という。
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（憲法25条１項）とか「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社
会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」（同２項）
ということは、このような権利保障を自ら主張することさえ困難な子供・
少年にこそ、成人以上に保障されなければならない。
　昭和22年の刑法改正により、名誉棄損罪における公共の利害に関する
事実の場合の真実性の証明による特例（刑法230条の２）を規定したこと
と平仄を合わせるように、昭和23年の少年法の全面改正により、大正少
年法74条２項にあった推知報道に関する罰則規定、即ち「前項の規定に
違反したるときは新聞紙に在りては編輯人及発行人、其の他の出版物に在
りては著作者及発行者を一年以下の禁錮又は千円以下の罰金に処す」（81）の
規定は削除された。果たしてこのことをもって、刑罰で威嚇・禁止される
ほど違法・悪質な行為ではないことになったと理解してよいのだろうか。
そもそも事件報道が報道の自由の保障の下にあり、また知る権利に資する
ものであることからすれば、時宜に適う範囲でのものである限り、それは
元々違法視されるべきものでさえない。これが違法とされ禁止される所以
は、成長発達の過程において適切な権利保障や環境を奪われた少年の更
生・立ち直りこそが、当人にとってだけでなく、非行後こそむしろ長期間
に亙って受容し、共に構成され続けていくところの社会にとって、表現の
自由や知る権利を保障する以上の優越する利益をもたらすと共に、社会と
して十分な支えを少年に提供してこなかった側がその保障のやり直しを図
り、尊重されるべき個人としてもう一度受け入れ直すことが求められ、い
わば義務づけられるからである。このように二重の意味において少年の自
己実現の権利、いわば成長発達の権利が保障されるが故に、優越的な表現
の自由の前にあっても、その推知報道は禁止される（82）。そしてこの理は、
（81）　我妻栄編集代表『旧法令集』530頁。
（82）　ただし、銃を持って少年が潜伏しているというような場合の推知報道に限って
は、民法上の第三者のためにする正当防衛（民法720条１項）があてはまるのではな
いか。
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プライバシー権侵害に関する判例を考察する中ですでに明らかとなったよ
うに、公道上であるからとか、すでに公知の情報であるからといったこと
がプライバシー権侵害を容易に否定しうるものではないのと同様に、他の
形で公開されているからとか、近所の人はすでに知っているからとか、口
コミまで禁止できないといったことによっては否定されえない。報道され
た情報は容易に恣意的に統合されたり逆に断片化されたりし、更にはその
まま蓄積されることで、未だ何ら果されていない少年の自律的な人格の統
合や選択的な発現を損ない、社会を構成するに足る自己の実現を脅かし続
ける（83）。
　そんな少年であっても、いずれ自律性を備えた後には、その後に犯した
罪についての報道を甘受すべき立場に立たされる。そのような意味での自
律性を備えるのに十分な期間、推知報道禁止規定に限らず、少年法や家庭
裁判所や保護観察所といった様々な法制度上の助けも借りながら、そして
もちろん家庭や地域の支えを得ながら、少年は自己実現の道を他ならぬ自
ら模索していくことが保障されなければならず、保障しうる憲法秩序や民
主的社会でなければならない。
（本学法学部教授）
（83）　未成熟な少年の保護は少年自身からの侵害に対しても図られなければならないか
ら、公開に対する少年の同意も有効な同意と認めることはできない。
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